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上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 

 

当社は、2021 年 12月 24日に、スタンダード市場の上場維持基準への適合に向けた計画を提出し、その内

容について開示しております。2024年 3月末時点における計画の進捗状況等について、下記のとおり作成し

ましたので、お知らせいたします。 

 

 

記 

 

１． 当社の上場維持基準の適合状況の推移及び計画期間 

当社の 2024年 3月末時点におけるスタンダード市場の上場維持基準への適合状況はその推移含め、以下

のとおりとなっております。当社は、下表のとおり、「流通株式比率」について、2025年 3月末までに上場

維持基準を充たすために、引き続き各種取組を進めてまいります。 

 株主数 流通株式数 流通株式 

時価総額 

流通株式比率 

当社の 

適合状況

及び 

その推移 

2021年 3月末時点 

(移行基準日)※1 

4,717人 31,082単位 53億円 19.0% 

2024年 3月末時点 

※2 

8,590人 37,184単位 72億円 22.7% 

上場維持基準 400人 2,000単位 10億円 25% 

適合状況 適合 適合 適合 不適合 

計画期間 - - - 2025年 3月末

まで 

※1 東京証券取引所が移行基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算出を行った

ものです。 

※2 当社が 2024年 3月末時点の株券等の分布状況等をもとに算出を行ったものです。 

 



２． 上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び評価(2021年 4月～2024年 3月) 

(1)流通株式比率について 

・取組の実施状況 

当社は 2021年 12月 24日に公表いたしました計画書の通り、以下の取組により流通株式比率の向上

を目指してきました。 

①主要株主をはじめとする大株主の当社保有株式比率の引き下げ 

主要株主をはじめとする大株主に対して、市場での当社株式売却を要請する等、流通株式数の増加

に寄与するよう取り組んでまいりました。 

②持続的な成長と中長期的な企業価値向上 

2022 年 1 月 28 日に公表いたしました「中期経営計画策定に関するお知らせ」のとおり、「健康長寿

社会への貢献」の社是のもと、福祉用具レンタル卸の更なる成長とともに、生活支援物販や食事サービ

スを始めとする当社の強みを活かした高齢者への生活支援サービスを創出し、持続的な成長と中長期

的な企業価値向上を図り、投資対象としての魅力を高めてまいりました。 

③ＩＲ活動の推進・強化、投資者向けの情報発信の充実 

当社は、自社ホームページや決算説明会等のＩＲ活動の推進・強化により、投資家層を中心に当社認

知度を向上させ、当社株式の需要を改善するとともに、株主・投資家の皆様に長期的なご支援をいただ

けるように継続的なコミュニケーションと情報発信の充実を図ってまいりました。 

・取組に対する評価 

上記施策に取り組んだ結果、流通株式比率は 19.0％から 22.7％に向上いたしました。 

 

３． 上場維持基準に適合していない項目ごとのこれまでの状況踏まえた今後の課題と取組内容 

(1)流通株式比率について 

当社は、従業員を対象に、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めるインセンテ

ィブを付与することを目的として、2024年 5月 8日に開示いたしました「「株式付与 ESOP信託」の導入

に関するお知らせ」「第三者割当による自己株式処分に関するお知らせ」のとおり、2024 年 6 月 4 日に

第三者割当による自己株式の処分（700,000 株）を実施しました。また、2024 年 5 月 8 日に開示いたし

ました「自己株式の消却に関するお知らせ」のとおり、2024年 6月 4日に自己株式の消却（104,707株）

を実施しました。株主名簿管理人より株券等の分布状況等を入手できておりませんが、当社にて試算し

た結果、流通株式比率は 27.2%となる見込であり、上場維持基準の全ての項目に適合する見込みであり

ます。 

当社は今後も安定的にスタンダード市場の上場維持基準に適合していけるよう、引き続き、「健康長寿

社会への貢献」の社是のもと、持続的な成長と中長期的な企業価値向上及びＩＲ活動の推進・強化、投

資者向けの情報発信の充実等により、当社株式への投資の魅力を高め、投資家層の拡大に努めると共に、

長期的なご支援をいただけるよう取り組んでまいります。 

 

以 上 


